
約２２％減少

持続可能で暮らしやすいまちづくりの実現に向けた県市連携による公営住宅の建替の推進について○ 御所市は、県内の中でも、人口減少や少子高齢化が進行し、中心市街地の衰退など、多くの課題が顕在化。○ 公営住宅は、建物の老朽化が進行しており、今後建替事業の加速的な実施が必要となるが、高齢化する入居者の移転調整や、 特に人口減少地域においては持続可能な暮らしの確保等が課題。
県営住宅耐用年数超過年度別の住戸数

■２階建て以下の低層住棟 ■３階建て以上の中高層住棟(EVなし) ■３階建て以上の中高層住棟(EVあり) （建設年）
（住戸数） 低層住棟は既に耐用年数を超過 ⾼度成⻑期に⼤量供給された中層住棟についても、今後耐用年数超過のピークを迎える２０２３年（現在） ２０33年（１０年後） ２０43年（２０年後）

以上の現状を踏まえ、県・市町村の連携により、県営住宅・市営住宅の建替モデを構築し、今後、県域での積極展開を目指す

（人数） （人数）

・今から２０年後（２０４０年）には、本市の高齢化率は５割を超え、人口は３割以上減少し、２０年前の半分以下になる見込み（１） 急激な人口減少と少子高齢化の進行御所市の人口と高齢化率の推移

（２） 県内１２市の中で最大の人口減少率（２０１０年→２０２０年）

・近鉄御所駅の乗降客数は年々減少しており、過去１０年で２割以上減少（年間乗員数では約４０万人減少※）

・県内１２市では、御所市だけが人口が２割以上減少（人口減少率が最大）
人口約３１％減少 人口約34％減少

過疎地域に指定

乗降客数（人／日）
近鉄御所駅の１日あたり乗降客数の推移 ※１日あたり乗降客数×365日で算出

人口（人）
出典：（実績値）総務省統計局「国勢調査」（各年）出典：（推計値）人口問題研究所出典：（推計値 「日本の地域別将来推計人口」（2018推計）

出典：総務省統計局「国勢調査」（2010年、2020年）を基に作成

（実績値） （推計値） 高齢化率 人口約５４％減少
１．御所市の現状

高齢化率（％）

（３） 近鉄御所駅の乗降客数の減少

２．公営住宅の現状（１）公営住宅の老朽化・今後、高度成長期に大量供給された中層住棟についても耐用年数超過のピークを迎えるため、建替の加速化が必要

（２）入居者の高齢化・入居者のうち、６６歳以上の入居者が秋津団地では約６割、御所団地では約７割を占めている。住民の移転調整等において市町村やケアマネとの連携が必要。
（３）市町村の技術職員の減少・県による技術支援が必要

１



余剰地の有効活用・財源化

持続可能で暮らしやすいまちづくりの実現に向けた県市連携による公営住宅の建替の推進について

（目的） 持続可能で暮らしやすいまちづくりを目指して、老朽化が進み、今後建替を要する御所市内の県営住宅及び市営住宅の円滑な建替事業の実施及び建替後の余剰地の有効活用を図るため、県と市が連携・協力して取組む

（取組の対象団地） 御所市内の県営住宅及び市営住宅のうち、老朽化状況及び持続可能な地域の暮らしの確保等の観点を踏まえ決定する
（まちづくりの方向性） 地域の生活支援サービスの確保や当該サービスを受けるために必要な交通手段の確保に努めることで、公営住宅を含む地域住民の生活利便性の向上を図るものとし、持続可能で暮らしやすいまちづくりを目指す
（取組事項等） 奈良県及び御所市は、目的の達成のため以下の取組を進める（１）奈良県による御所市内の県営住宅の建替→住民の意向調査等について御所市が支援を行う（２）御所市による市営住宅の建替→奈良県が技術支援を行う（３）建替後の余剰地を活用したまちづくりの推進→奈良県・御所市が連携・協力して取組む
（建替の実施方法等） ○ 公営住宅の円滑な建替事業の実施及び建替後の余剰地の有効活用による持続可能で暮らしやすいまちづくりの推進にあたって御所市内の最適な建替候補地を検討する○ 事業規模、実施スケジュール等の具体の実施方法等は、住民の意向調査等を通じ決定する

持続可能で暮らしやすいまちづくりを目指して、円滑な建替事業の実施、建替後の余剰地の有効活用について 県市連携による事業モデルの構築に取組む。
県市連携による公営住宅の建替を推進県営住宅（⼊居⼾数/管理⼾数） 市営住宅（⼊居⼾数/管理⼾数）

※地図上の着色部分は市街化区域

３．御所市の公営住宅

５．共同建替のイメージ

２
団地の集約による整備・管理の効率化、県市町村分担の最適化の素地づくり
余剰地を活用した地域再生プロジェクトへの展開

より安全で持続可能な公営住宅の供給
余剰地

4.県市連携による公営住宅共同建替方針


